様式第１号
                              　　                      　　　第　　　　　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日
山梨県知事　　殿
                                         　所在地　甲府市丸の内１－６－１
                                         　団体名　企業・農村協働推進連合会
                                         　代表者名　会長　山梨　太郎　　印
                                         　ＴＥＬ　０５５－２２３－１３５１
平成２８年度山梨県地域活性化協働事業費補助金交付申請書
　このことについて、別紙計画書のとおり実施したいので、山梨県地域活性化協働事業費補助金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて補助金の交付を申請します。

      １　交付申請額　　３３８，０００円
　　　２　事業計画書　（様式第１号の２）
      ３　収支予算書　（様式第１号の３）
４　申請団体調書（様式第１号の４）及び会員名簿
　　　５　協働団体名簿（様式第１号の５）
　　　６　誓約書（様式第１号の６）

　　　７　その他添付書類

様式第１号の２
事　　　業　　　計　　　画　　　書
	事　業　名
	　○○△△事業

	①事業の目的（地域の課題等を明確にしたうえで記載してください）

②事業の概要（詳細は別紙に記載してください）
　
③期待される事業効果（事業の成果、他地域への波及効果などを記載してください）
　
④次年度以降の事業展開

⑤協働する必要性など

⑥協働することによる相乗効果

⑦事業の役割分担
　・団体の役割
　・県又は市町村の役割

・企業等の役割




※　用紙が足りない場合は適宜追加してください。
※　参考となる資料がある場合は別に添付してください。

　事業の詳細、実施方法、実施スケジュールなどを記載してください。
	個別事業名
	事業の詳細
	実施期日
	実施場所
	参加人数

	○○事業
□□講演会事業


	・農村における△△実態調査
～～のため、～～において、△△の実態調査を行う。

・都市における△△啓発活動
参加者
会員　名

企業　名、農業従事者　名
ボランティア　　名
□□啓発パネルの作成

□□講演会の開催
講師
・○○株式会社□□□□氏

・活動実践者（未定）

内容
・講演会

・パネルディスカッション
・意見交換
後援：○○市町村


	H28.7
H28.10

	県○○センター

○○市
□□町
△△センター


	50人
200人




· 団体等の年間事業全体ではなく，補助対象となる事業のみを記載してください。
地域活性化協働事業費補助金事業イメージ図
	事業の名称
	やまなし企業の農園づくり

	
[image: image1.emf]やまなし企業の農園づくり
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[image: image2.emf]企業と農山村が連携した地域活性化のフロー
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様式第１号の３

収　支　予　算　書
○収入の部                                               　　　　　   単位：円
	科　　目
	予　算　額
	積　算　の　根　拠
	備　　考

	自己資金
地域活性化補助金

寄付金・協賛金
	１３８，０００
３３８，０００
２００，０００
	会費から
676,000円×１／２

寄付金・協賛金収入
	

	合　　計
	６７６，０００
	
	


○支出の部                                             　　　　　    　　　単位：円
	科　　目
	予　算　額
	積　算　の　根　拠
	備　　考

	謝金
旅費

消耗品費

印刷費

借上料

郵送運搬費

保険料


	１００，０００
２１，０００

４００，０００

１００，０００

３０，０００

２０，０００

５，０００
	講師謝金
50,000円×１人
パネルディスカッション

10,000円×5人＝50,000円
講師旅費（領収書を添付してください。）
15,500円×１人

5,500円×１人
パネル作成
5,000円×20枚＝100,000円

イベント消耗品（啓発物品）

300円×1,000個＝300,000円

講演会チラシ印刷代
50円×2,000枚=100,000円
講演会会場使用料

30,000円
講演会チラシ郵送代等

80円×250枚＝20,000円
実態調査保険料

100円×50人＝5,000円
	○○株式会社
□□□□氏
活動実践者（未定）
東京～山梨

県内

パネル展示会に使用
啓発キャンペーン時に配付

配布先：官公庁、関係団体、ボランティア・ＮＰＯボード等

会場：未定（定員200名程度）
配布先：官公庁・関係団体等

	合　　計
	６７６，０００
	
	


※　団体等の年間予算ではなく，申請に関わる事業収支のみを記載してください。
※  支出の部〔科目〕欄には、別表補助対象経費の科目を記入してください。

会　員　名　簿
　　団体名：　　　　　　　　　　　　　　　　
（平成　　年　　月　　日現在）
	役職名
	（ﾌﾘｶﾞﾅ）

氏名
	住　所
	生年月日
	性別
	備考

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


記載方法（例）





文書番号の管理をしていない場合は不要です。





押印をしてください。





収支予算書から転記してください。





記載方法（例）





まちづくり、保健・福祉、環境など、課題を具体的に示したうえで、その課題を解決していかなければならない理由、目的をわかりやすく記載してください。





①を踏まえ、どのような内容の事業を行うのか事業の概要を記載してください。また、事業概要図（イメージ図）により、事業内容の分かるものを添付してください。





事業を実施したことによって得られる効果はどういったものか、また、他の地域への波及効果（モデル性）を記載してください。





事業の継続性、発展性を確認するものです。この事業を今後どのように展開していくのか、現時点の考え方を記載して下さい。





具体的に記載してください。例えば、「○○促進事業を遂行するには、企業のCSRに関する意識を高める必要があり、企業との協働が必要になる」


「○○啓発事業を効率的に実施するためには、地域住民の福祉活動の拠点となる△△センター内で実施する必要があり、市町村との協働が必要になる」など。





具体的に記載してください。例えば、「協働事業として実施したことで、県△△センター内で○○事業を実施でき、県も○○について多くの県民に周知ができ、団体も今後の事業の元になるデータの収集ができた。」など。





協働事業では役割分担を明確にしておくことが大切です。団体の役割を具体的に記載してください。





情報発信、○○事業への専門的なアドバイス・資料提供など具体的に記載してください（資金援助や後援といった内容は避けてください）。





情報発信、○○事業への協力など具体的に記載してください（資金援助や後援といった内容は避けてください）。








記載方法（例）





細かい事業が複数ある場合には、事業ごとに記載してください。





事業ごとの内容を具体的に記載してください。収支予算書と関連性を持たせることも忘れずにお願いします。


スペースに入りきらない場合は、事業内容が分かる資料を添付しても構いません。





記載方法（例）





記載方法（例）





補助額は、１００万円を上限とし、千円未満の端数は切り捨ててください。





◯◯（円）×◯（人・個）など積算の形で内訳を記載してください。


形で記載してください。





様式（例）














